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1.はじめに
現代の公共部門は、益々その活動の比重を対人サービスへと移しつつある(1)
これに呼応して、教育、医療、福祉といった部門への政府支出は増加の一途を
辿り、閏および地方政府の財政を圧迫している。こうした事態に対し、教育の
自由化、医薬分離、介護保険の導入など種々の処方塞が示されている。しかし、
本稿で考察する「ボーモルの病」を基礎的視角としてもてば、こうした自由化、
民営化を柱とする供給システムの改革は、事の本質を踏まえない楽観的議論に
すぎないことが分かる。事態の本質を把握するためには、これらの経費が増加
する原因について問うところから始めなければならない。
これら対人サービスへの支出が増加する原因のとして挙げられるもののひと
つに、ニーズの増加がある。高学歴化や、高齢化に伴う老人医療、介護サービ
スへのニーズの増加は否定することのできない事実である。しかし、同時に l
人あたりの小学校教育費や医療費が上昇していることにも注目すれば、ニーズ
の増加によるサービスの量的増加だけが原因ではないことは明らかである。こ
の1人あたりの費用の増加に着目して、その供給における問題点が指摘される
ことも多い。端的に言えば、競争の不在をこうした支出増の原因として捉える
のである O 財の技術的性質から見れば、これらのサービスは排除性が働くため
私的財的に供給されることも可能であるものの、その公共性が社会的に認めら
れ、準公共財として政府が供給したり、たとえ、そうでない場合であっても
種々の規制の下におかれていたりするのが普通である。そのため、供給主体間
の競争は制限され、結果として配分と生産の効率性が損なわれる O 既に挙げた、
教育の自由化や医薬分離といった施策も、こうした見解をその根拠とするもの
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しかし、競争の欠如が唯一の答えではない。例えば、 Baumol(1996)はアメ
リカの 1人あたり医療費の増加が競争の欠如に起因するものであるとする見解
に対し、次のように反駁している，-もし、競争の欠如が 1人あたり医療費の
増加の原因であるとするならば、競争の程度は年々低下していなければならな
L 、。しかし、事実は明白にそれとは逆である。……中略……これ(医師の増加)、
あるいはそれ以外の証拠の多くが、この分野における競争の存在あるいは欠如
をどう評価しようとも、それは時間がたつにつれ減少するのではなく増加して
いる己)ボ}モルは、このほか訴訟の増加や医師の高額な所得を挙げ、それら
が全て医療費の増加を部分的に説明することは認めながらも、 l人あたり医療
費の増加という現象には、アメリカだけでなく他の全ての国の医療、そして医
療以外のサーピス産業に共通する、より根元的な原因が存在すると主張する。
先に触れた「ボーモルの病」がそれである。
(3) 
「ボーモルの病(Baumol'sDisease)~ は、経済内の部門間で生産性の上昇に
格差がある場合には、それが他より遅い部門において、その生産物の相対的な
生産費が不可避に上昇することを主張する。このアイデアのルーツは Baumol
and Bowen (1966)における舞台芸術の供給問題に関する実証研究にまで遡るこ
とができる。彼等は、その中で舞台芸術の相対価格が不断の上昇圧力に晒され
ていることを明らかにしたが、ボーモルが優れていたのは、この現象を当時の
舞台芸術に限って見ることのできる単なる傾向として捉えるのではなく、その
原因を理論的に明らかにした上で、同様の現象が、後に詳述するある特定の性
質をもっ産業全てにおいて生じうることを論証したことにある O そして、ボー
モルは先に挙げた対-人サービスだけでなく、保険、自動車修理、小売、公共交
通、工芸等の様々な産業に、分析の範囲を広げることができることを明らかに
している。
本稿の目的は、この「ボーモルの病」の理論構造を検討し、とくに政策論的
観点から、その現代的意義について明らかにすることである，-ボーモルの
病」は、既述の通り、現実問題の実証的分析から得られた結果をもとに理論を
構築し、理論分析によって得られた結果をさらに現実問題の分析に応用すると
いう過程を経ている。その過程においてはいくつかの論争もあり、ボーモル白
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身、それに応じてモデルから導くインプリケーションを変化させている O 以下
では、その発展史を追うことから分析を始めたい。
2. Macroeconomics of Unbalanced Growth 
「ボーモルの病」は Baumol(1967)で初めて理論的に定式化された。この最
初のモデルは、 2部門 1生産要素を前提とする非常に単純なものであるが、
「ボーモルの病」のエッセンスを凝縮したものでもあり、 30余年を経た現在で
(4 ) 
もその重要性を失っていない。 議論をはじめるにあたり、このモデルから検
討することが適当であろう O
2.1 モデルの仮定 ，{;亭滞部門」の認識
モデルを展開するに当たり、ボーモルは以下の 4つの仮定を置く。
仮定経済には常にその生産性が上昇する部門、すなわち「発展部門(prog-
ressive sector)Jと、生産性が変化せず一定の部門、すなわち「停
滞部門(は叩antsector)J存在する (5) 
恒定2 労働費用以外の全ての支出は無視されうる。
仮定3 賃金は「発展部門」の生産性の上昇率と同じ変化率で上昇する。
仮定4:両部門の賃金は常に等しい。
ボーモルは、このうち仮定2、4を、モデルにとって本質的なものではなく、
単に簡単化のためのものであるとしている。実際、第4節で検討する Baumol
et. al (1989)で展開されたモデルでは仮定2が外されているが、モデルから得ら
れる結論に大差はない。また、仮定4は労働市場において完全競争が成立して
いることを意味しているが、 Baumoland Oates (1972)では、両部門の賃金が
時間とともに議離するような例を挙げてモデルのインプリケーションを説明し
ており、この仮定が便宜的なものに過ぎないことを示している。
さらに、仮定3についてもモデルから得られるインプリケーシヨンに対して
は補助的な意味しかもたない。以下の命題において、仮定3の成立が条件とな
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るのは次に検討する命題 lの前半部分のみである。仮に、価格の絶対値を考慮、
しないので、あれば、仮定3は全く不要であり、また、仮定3と仮定4をまとめ
て、「両部門の賃金は、それが希離する程度が極端に大きくならない範囲内で
同様の傾向をもって変化する」といった、より弱し、仮定の下でも同等の合意を
得ることができる O
したがって、「ボ}モルの病」を特徴づけているのは仮定1、すなわち、経
済のなかに、他の部門とは異なり生産性が向上しない「停滞部門」が存在する
という認識である。ボーモルは停滞部門の典型例をサービス産業であるとし、
サービス産業において生産性が向上しない理由を、製品の標準化が困難である
ために生産性を向上させるような技術進歩が生じにくいこと、労働それ自体が
生産物の一部と見なされるために労働節約的な生産性の向上はサービスの質の
低下と見なされることに求めているO 例えば、自動車修理は、ケース・パイ・
ケースで修理の方法を変えなければならないし、保険は加入者毎に審査をし、
適切なサーピスを用意しなければならない。また、医療機器の発達を理由に医
師が問診の時間を短くしたり、 CAIの発達を理由に教員 l人あたりの生徒数
(6) 
を増やしたりすることは、ともにサービスの質の低下と見なされる O 仮定 1
は、こうした特徴をもっ「停滞部門」の存在を、極度に抽象化したものである
と言えよう。
2.2 モデルの展開と命題ーボーモルが描いた最初の未来像
以上の仮定によって得られる経済のモデルは、以下の4本の方程式によって
記述される。
Ylt=aL1t 
Yzt=bL2tert 
Wt=Wert 
L=L1t+Lzt 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
仮定1より、この経済には生産性の上昇率に格差のある 2部門、すなわち停滞
部円である第 1部門と、発展部円である第 2部門が存在する。 (1)式と、 (2)式は
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それぞれ第 t期における第 1財、すなわち停滞部門によって生産される財と、
第2財、すなわち発展部門によって生産される財の生産関数である O ここで、
Yは生産量、 Lは労働力をrは生産性の上昇率を表す。ただし、 α、bは定数、
Eは自然、対数の底であり、また下付の 1、2はそれぞれ第 l部門主第 2部門を、
tは t時点における値であることを示している。 (3)式は仮定 3を表し、賃金
W1が成長率rで上昇することを示している(ただし、 Wは日時点における賃金水
準を示す定数)0 (4)式は労働力が第 1部門、第 2部門の何れかで、生産要素として
投入されることを意味している O なお、このモデルでは、生産要素の量は成長
しないが、この仮定も簡単化のためのもので、あって、本質的なものではない。
ボーモルは、ここから以下の 4つの命題を導いた。
命題第1財の生産に要する平均費用は際限なく上昇するのに対し、第2
財の平均費用は一定に留まり続ける。また、第1財の相対的な平均
費用は、賃金の変化に関わらず、上昇し続ける。
ボーモルは、参入・退出の自由な完全競争市場の下で、価格が平均費用に一
致することを前提としている O したがって、この命題 lは「ボーモルの病」の
4命題のうち最も著名な、停滞部門によって生産される生産物の価格騰貴に関
する命題である。これは次のようにして容易に示される O 両部門の生産物 l単
位あたりの費用をそれぞれ Cj、C2とすると、両生産物の平均費用および、そ
の比率は、次の 3つの式で、表される。
C1t= WtL1t/Ylt= Wert L1t/αL1t= Wert/α 
C2tニWtL2t/Y2t=Wert L2t/bL2teげニW/b
C1t/C2tニ (L1t/Y1t) / (L2t /Y2t)ニbert/α
(5) 
(6) 
(7) 
仮定3がこの命題 1の前半部分の成立にのみ必要となることは既に述べた。
分析の対象を実物経済に限定するならば、重要なのは命題1の後半部分((7)式)、
すなわち、第 I財の相対的平均費用の上昇である。
命題 Iが両産業部門で生産される財の価格に関するものであるのに対し、命
(69 ) 184 
題2以障は経済成長と産業の構成とに関わるものである。
命題2:この経済では、停滞部門によって生産される財は、その需要が相当
非弾力的でない限り、減少の過程を経て消滅する傾向がある。
ボーモルは、この命題を導く際に、両部門の生産物への支出の割合が一定
(以下では、この割合を定数Aで表す)となるケース、すなわち、
??? ? ????
??? ??
? (8) 
という仮定の下での成長経路を例示している。このとき、式(7)(8)より、
Y1t /Y2t=aL1t /bL2tertニ αA/berl (9) 
が導かれ、この値がゼロへと近づくことがわかる。
命題2が、第 l財の減少傾向を主張しているのに対し、以下の 2命題は、第
1Mの第2Mに対する生産量の比を一定に固定することによって得られる O
命題3:この経済で、両部門の生産量の比を一定に維持しようとすると、時
を経るにつれ労働力は次第に発展部門から停滞部門へと移転され、
逆に発展部門における労働力の量はゼロに近づく。
この命題は、 Kを両部門の生産量の比を表す任意の定数と定義して、
Ylt/YZ1ニ αL1t/bL2terl=(α/b)K 
? ??
とおくと、この(10)式と(4)式より、
L1tニ LKerl/O十Kerl)
L2tニL/O十Kerl)
(1) 
(12) 
が成立することから明らかである。
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命題4:命題3と同様に、間部門の生産比を一定に維持しようとすると、経
済全体の生産性は漸次的にゼ口に近づく O
これは、経済全体の生産量の水準を示す指標を、
I=BjY1t+B2Y2t=BjαL1t十B2bL2，ert (13) 
おくと(ただし、 B1、B2は任意の定数である)、
(dI，/dt)/I，ニr/C1+Ker') ???ー
が導かれることから証明される。
後半の 3命題から得られるインプリケーションを要約すれば、停滞部門に属
する産業はその経済全体でのシェアを低下させ続け、やがては消滅してしまう
運命にあるか(命題2)、そうでなければ利用可能な生産要素を吸収し続け(命題
3)、最終的には経済全体の生産性の上昇を止めてしまうか(命題4)の何れかで
あるということになる。停滞部門には教育、医療、福祉など、高い「生活の質
(Qua!ity of Life)Jを維持するのに欠くことのできないサービスが含まれるか
ら、以上の命題は、こうした必要不可欠なサーピスを利用することが困難にな
るか、あるいは、それらを維持するために経済は停滞してしまうかの何れかで
あるように解釈され得るもので、あった。そのため、初期の「ボーモルの病」は
極めて悲観的な雰囲気をもつものであり、まさに「陰欝な科学 (dismal
science)Jに相応しいもので、あった。
3. rボーモルの病」への批判
「ボーモルの病」が公表の当初から大きな反響を呼んだことは、それに対す
(7) 
るコメントが多数公表されていることから明らかである。 ここでは、そうし
た反響のなかに含まれる主要な批判について検討したい。
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図1 Iボーモルの病」と生産可能性フロンテイア
bLert 
Z 
P(∞) 
Q一一一一一一一一一一一一一一一一一一 Z'
ーーーーーーーーーーーーーーーーー--ー伊 X'" 
、、、
出典)Bradford (1969). Figure. 2. Figure. 3より作成(一部加筆)。
3.1 批判命題2の解釈について
次節で見るように以後のボーモルの主張に最も大きな影響を与えたのは、
Lynch and Redman (1968)、Bradford(1969)、Keren(1972)らによる命題 2の
解釈に関する批判である。ここでは、議論を最も明確に展開した Bradford
(1969)に沿って、この批判を検討してみよう O
ブラッドフォードの批判の要点は、図 1を用いて簡潔に示すことができる O
彼はまず、単一の生産要素と線型の生産技術という 2つの仮定に注目した。こ
の場合、生産要素は各財に対して完全代替的であるから、線型の生産可能性フ
ロンテイアを描くことができる。すなわち、第 t時点において、生産可能性フ
ロンテイアは点Pと点P(t)を結ぶ直線である O ブラッドフォードはこの図を
用いて、まず、命題 11こ関する批判を展開する。
ボーモルは、命題1の証明において、仮定3より第1Mの価格の上昇と、第
2財の価格の一定を示した後に、前者の相対価格の上昇を導出した。この議論
の進め方は、彼の意図に関わらず、第 1財の価格の上昇が相対価格の上昇の原
因であるかのような印象を与える。しかし、図 lは、そうした印象が誤りであ
ることを示している。根対価格が上昇する原因は第 2財の生産量の増加(図で
は、 PP(t)から PP(t')へのフロンテイアの拡大)による相対価格の下落でゐる O 第l
財の価格が上昇するのは、賃金の上昇が引き起こすコストプッシュ・インフレ
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の帰結に過ぎない。
命題2についても同様のロジックが成立する O まず、ボーモルが例示した支
出の割合が一定である場合に、両日ナの生産量の組合ぜがどのように変化するか
見てみよう。この組合ぜは、(1)、 (2)、(4)、(8)式から得ることができ、次のよう
に表すことができる。
(aAL bLert¥ (Ylt， Y?I) =ト一一一一一)1" . Zl¥l+A.l+AJ (15) 
つまり、この仮定の下では、第 1財は一定に留まる一方で、時間を経るにつれ
第2財の生産量が際限なく増加するという極めて楽観的な帰結となる(図 1破線
XX'の経路)。これは、実物尺度による生産量の比がゼロに近づく原因が、停滞
部門の縮小および消滅ではなく、発展部門の拡大によるものであることを示し
ている O ただし、以上の論証は破線XX"のような経路を排除するものではな
く、実際に停滞部門が消滅してしまう可能性を否定するものではない。
このように、 Bradford(1969)がボーモルのモデルに新たに生産可能性フロン
テイアの概念をもち込むことによって、ボーモルが見落としていた部分を明白
にしたことの意義は大きい。ボーモルは発展部門の生産性の向上による、生産
可能領域の拡大、言い換えれば経済成長の可能性を見落としていたのである O
時とともに、生産可能性フロンテイアが外1MI)へとシフトするという事実は、
ボーモルが最初に結論したような悲観的な未来ではなく、楽観的な未来の到来
を意味していたのである。
Lynch and Redman (1968)、Keren(1972)の批判も、表現は異なるものの、
これと同様の趣旨である。 Baumol(1972)は、 Ker官 1(1972)への回答として、こ
(8) 
の点、に関する自らの誤り (misinterpret)を認めている。
3.2 批判2 命題3、4の恨定に関して
命題3および4は、停滞部門と発展部門の生産量が一定の比率を保ったまま
経済が成長すると L、う仮定(以下では「部門比率一定下て、の成長」の仮定主呼ぶ)の
もとにおいてのみ成立するo Bradford (1969)は、この点についても疑問を投じ
ている O 彼は、発展部門の生産コストは際限なく低下し、それに応じて生産可
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能領域が限りなく拡大するこの経済において、個人、あるいは社会が、いつま
でも部門比率を一定に保つことを望むと想像することは困難で、あると、この仮
定の非現実性を指摘するのである。
まず、仮定通りに部門間比率を一定に保ちながら成長を続けたと考えよう。
図lでは半車線ozが部門間比率一定下での成長経路を示す。この場合、命題
3が示すとおり、生産要素は発展部門から停滞部門へと移転され続ける O この
とき、理論上では、生産要素は無限に分割可能であるから、ボーモルのいうよ
うに経済成長がゼロに無限に近づ、きうる。しかし、実際には生産要素の無限分
割は不可能であり、最後の 1単位の生産要素によって第2財が生産されている
点(例えば図1の点Q)が存在する O 問題は、このときに最後の l単位の生産要素
が停滞部門に移転されることの現実性である。最後の 1単位が停滞部門に移転
された場合、発展部門の生産はゼ、ロとなる(点p)。これに対し、移転されなか
った場合には、生産性の向上という恩恵を受けることにより、発展部門によっ
て生産される財の量は増加し続ける(鎖線QZ)、その結果、命題4が示すよう
な経済成長の停止は生じない。この 2者択一問題に産面した場合、社会が生産
(9) 
要素の最後の l単位を停滞部門に移転することは合理的でない。 したがって、
「部門比率一定下で、の成長」の仮定を前提とする命題 3および4は非現実的で
あるというのがブラッドフォードの考えである。
彼の批判は正しく、命題3、4が将来予測を主張するもので、あれば、命題は
その非現実性により否定される。しかし、同時にこの批判が「ボーモルの病」
にとって致命的なものではないことも事実である。命題3、4だけでなく命題
2に関しでも、 Baumol(1968)はそれらが、 「一般化された予測を企てたので
はなく」、「可能性の多様性を示唆したつもりであった」と述べている。予測
的性質を否定するので、あれば、仮定の非現実性から命題を批判することは困難
になる。ブラッドフォードの議論を認めて、「部門比率一定下で、の成長」を放
棄したとしても、停滞部門が生産要素を吸収し、その存在が経済全体の成長を
鈍化させる効果をもっという性質は否定できないのである。
3.3 批判3 単一生産要素の仮定について
単一生産要素を仮定していることについては、内容の全く異なる 2つの批判
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YJ 
P' 
図2 複数生産要素の場合の生産可能性フロンテイア
Z 
O 
?????????
注)一部の生産要素に代替、性のない場合、このような図を描くこのができる。部門比率一定の成長経
路をとると、 t"時点では、生産可能性フロンテイアの水平部分に到達するが、この点では、第2
財は、その価格がゼ口、すなわち自由財となる。
出典)Bradford (1969)， Figure. 2， Figure. 3より作成(一部加筆)。
が;lbる O ひとつはやはり Bradford(1966)によるものである。ブラッドフォー
ドは、この仮定が成立しない場合、成長の過程で最後まで部門間比率が一定に
維持される可能性はさらに低くなると主張する。なぜなら、この場合には生産
可能性フロンテイアは直線ではなく凸にもなりえ、部門間比率を一定に維持し
続けると、財の組合ぜは生産可能集合のなかで生産の効率性を満たさない部分、
具体的には停滞部門の貯を放棄することなく発展部門の財を増加させることが
できる点に達する可能性があるためである(図 2)。この批判は既に述べた命題
3、4への批判を補強するものである。
単一生産要素の仮定に対するもうひとつの批判は、労働j生産性と全要素生産
性とが必ずしも一致しないことの指摘である。ボーモルが停滞部門の典型とし
て挙げるサービス産業においては、確かに労働生産性はほとんど上昇しないか
もしれないが、他の生産要素に関連する技術進歩が見られる場合には全要素生
産性の向上が見られる可能性がある。したがって、単一生産要素の仮定が成立
しない現実経済においては「ボーモルの病」は必ずしも妥当しない。例えば、
Cowen (1996)は、芸術が芸術家の芸術活動と情報機器あるいは情報媒体の結合
によって生産されることに注目し、たとえ芸術活動の生産性が向上しない場合
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でも、情報機器・情報媒体の生産性の向上により、その全要素生産性が上昇し
うることを指摘している。同様のことは、高額の医療機器や大量の薬剤を用い
る医療にも当てはまろう(IO)この批判は、一見したところ生産性の上昇が期待
できないと思われる分野においても、生産性が高まる可能性を示唆しており、
「ボーモルの病」に重大な修正を要求する可能性のあるものとして注目される O
ボーモルはこの批判に対して モデルを複数生産要素の場合に拡張し、事rたに
「漸次的停滞部門」の概念を導入することで、問題の解決を図った。これにつ
いては次節で詳述する O
3.4 批判4:生産性の向上と財の品質について
先に挙げた Cowen(1996)による批判のなかで、さらに興味深いのは、生産
性の向上と財の品質に関する問題である。彼は、平均費用を低下さぜるような
形での生産性の向上が見られない停滞部門においても、実際には技術進歩は生
じており、それは貯の品質の向上や、財の多様化として発現しているという O
そして、財の品質や多様性の変化を排除した「ボーモルの病」は、現実を説明
しえないと主張している O
同様の主張は、 Bell(1968)によっても床屋の例を用いてなされているが、こ
れに対し、 Baumol(1968)は、質の変化が、議論する余地のある論点ではある
ものの、自分が提起した問題の論点から外れていると答えている。例えば、 l
人あたりの教育費が増加するとき、同時に質の向上が伴うとも考えられるが、
たとえ、教育の質が向上しているとしても、生徒1人あたりにつき必要な費用
が増加するとしづ事実は変わらない。同様のことは、医療にも当てはまる。
「消費者が、そちらを選好したとしても、 1900年の虫垂切除や1900年の教育を
受けることはで、きないア)ので、ある。
言い換えれば、ボーモルは効用ベースでの比較ではなく、実際の支出額を
ベースとする異時点間比較を行うことが、「ボーモルの病」を展開した意図で
あると主張しているのである。むしろボーモルは、第5節で見るように、貯の
質を低下させることによって価格の高騰が抑制される可能性を危倶している。
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4. モデルの拡張とインプリケーシヨンの変化
以上の批判を踏まえながら、「ボーモルの病」のその後の展開について、モ
デル自体の発展とそこから得られるインプリケーションの変化について検討し
よう。
4.1 モテソレの拡張一漸次的停滞部門の導入一
ボーモルは、上記批判 3に対応する形で、 Baumolet al. (1985)において
「漸次的停滞部門(asymptoticallystagnant sector)Jの概念を新たに導入した。
ボーモルらの定義によると、「純粋」な漸次的停滞部門は、発展部門によって
生産された生産要素(以下では彼等に従って「発展的生産要素(progressiveinput)J 
と略す)と、停滞部門によって生産された生産要素(同じく「停滞的生産要素(stag-
nant input)J)とをある固定された割合で投入し、生産を行うような産業部門で
ある;12)彼等は、その典型例としてテレピ放送とコンピュータ サービスを挙
げて、実証分析を行っている。これらの産業では、発展的生産要素(すなわち情
報機器)に費やされる費用が生産費全体の大部分を占めるその初期の段階に
は、発展的生産要素の価格の下落に対応して平均費用が低下する傾向がある。
しかしながら、こうした価格の下落は、生産費にしめる発展的生産要素(機材
等)に費やされる費用の割合を低下さぜる O この過程が継続すると、やがて停
滞的生産要素(オペレータ一等)に費やされる費用が生産費全体の大部分を占め
るようになる O 結果として、漸次的停滞部門の平均費用は停滞的生産要素の価
格の上昇に従って上昇するようになる。つまり、漸次的停滞部門に分類される
産業は、その発展の初期段階には発展部円であるかのごとく振る舞うが、産業
が成熟するにつれて停滞部門と同様の性質を帯びるという特徴をもつのであ
る(13)
以上の成果を踏まえ、ボーモルは Baumolet al. (1989)において、 「ボー モ
ルの病」の拡張型モデルを提示している。 Baumol(1967)からの主要な変更点
は、複数生産要素が仮定され、さらに生産性等の上昇率を事前に仮定せずに十
分条件として命題に含めたために、命題の一般性が高められたことである。そ
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の展開を提示することは紙幅の制約により不可能であるが、重要なことは、こ
のモデルにおいても Baumol(1967)で得られた結果は全く変更されていないと
いうことである o Baumol et a1. (1989)のモデルは、 Baumol(1967)のモデルを
特殊ケースとして含んでいる。言い換えれば、前者はその適用範囲を広げた後
者の一般型としての意義は認められるものの、そのエッセンスは全て最初のモ
デルに含まれていたのである O 漸次的停滞部門の導入も、モデルのインプリ
ケーションにはほとんど影響を与えておらず、その適用可能な範囲を広げるの
に貢献したのみで、ある。これは、モデルの進歩が認められないと言うよりも、
もとのモデルの完成度の高さを示唆するものであると言えよう O また、同時に
ボ)モルの洞察力の鋭さをうかがわせるものでもある O
4.2 インプリケーションの変化一CostDiseaseから CostUtopiaヘー
モデルそのものにはほとんど変更が加えられなかったにもかかわらず、第3
節で検討した批判 1はそこから得られるインプリケーションの変更を強く要求
するものであった。 Baumoland Oates (1972)、Baumol(1993)、Baumol(1996) 
はいずれも「ボーモルの病」は一見悲観的な未来を暗示させるが、それは「貨
(4) 
幣錯覚(moneyillusion)j に過ぎないという、より楽観的なインプリケーショ
ンをf与ている。
ボ}モルはその理由を 2つ挙げているが、そのうちより重要なものは、既に
第3節で説明したとおりである。つまり、発展部門における生産性の向上によ
って、生産可能性フロンティアは常に拡大し続けているということである。そ
の結果、例えば圏 1の破線XX'"によって示されるような経路をとるとすれば、
発展部門によって生産される財ばかりでなく、停滞部門によって生産される財
についても、我々が利用可能な量は増加し続ける。そのために必要な条件は、
生産性の向上によって節約された発展部門の生産要素の一部を停滞部門に移転
することである。ただし、このような成長経路にも制約がある O 停滞部門によ
って生産される財の量には、点線PP(oo)で表される上限一ーすなわち、全生
産要素を投入した場合の生産量一ーが為るからである。
しかし、ボーモルは停滞部門においても、頻繁ではなく、また僅かながらで
はあるが、生産性は上昇しているとLづ。その結果、停滞部門の生産物に関す
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る上限も時間の経過とともに増加する。つまり、図 1の例で言えば、生産可能
領域は右方向にのみ拡大するのではなく、そのスピードは遅いものの上方向に
も拡大するのである O その生産性の向上によって、停滞部門によって生産され
る貯についても際限なく増加しうるのである。
このように、ボーモルは、 Bradford(1969)らによって展開された批判を吸収
し、「ボーモルの病」を悲観的なものから楽観的なものへ、 Cowen(1996)の言
葉を借りれば、 CostDiseaseから CostUtopiaへと転換した。その実現のた
めの唯一の条件は、生産要素を発展部門から停滞部門へとスムーズに移転する
ことである。
5.残された問題 「ボーモルの病」の政策論的意義
前節の考察は、「ボーモルの病」は単なるイリュージョンで、あって政策論的
には何ら意味のないものであるという印象を与える O しかし、ボーモルによれ
ば、決してそうではなL、。 Baumol(1996)は、 「ボーモルの病」に伴って生じ
るであろう問題を、次の4つにまとめている。
5.1 Iボーモルの病」と所得分配
まず第 Iに所得分配の問題である。 CostUtopiaは、経済全体として利用可
能な財が際限なく増加することを論証しているに過ぎない。 個々人が利用可能
な財の量は、その所得に依存する O したがって、所得階層によって「ボーモル
の病」から受ける影響は異なり、場合によっては低所得者層に不利な影響が及
ぶ可能性があるのである。
もちろん、単に停滞部門によって生産される財の価格が高騰するという傾向
のみから、低所得層への悪影響を結論づ、けることはできない。なぜなら、
「ボーモルの病」は経済成長、したがって全体としての所得の増加を前提とし
た議論であり、所得の増加が、こうした価格の高騰の効果をうち消すかもしれ
ないからである O とくに、停滞部門によって生産される財が上級財であれば、
「ボーモルの病」は、それらをより多く消費するであろう高所得者層に不利に
働く。
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しかしながら、既に指摘したように、停滞部門の典型が、教育、医療、福祉
(15) 
など「生命の維持に必要なサービス (vitalservice)J であることに注意する必
要がある。これらの財は、所得よりもむしろ必要によって需要され、中級財的
な性質をもつか、あるいは公共交通のように低所得者ほど需要の多い下級財で
あると考えられる O この場合、「ボーモルの病」の悪影響はそれらをより多く
消費する低所得者層を直撃することになり、その影響が所得増の影響を超える
場合には、低所得者の経済的厚生が年々低下するというケ}スすら生じ得るか
(16) 
らである。 したがって、このようなサービスにおける価格の上昇は低所得者、
あるいは中間層にとっても大きな負担となりうるであろう。
このように低所得者層の厚生を、たとえ相対的にであれ、著しく低下させる
可能性がある場合、政府の介入によって、低所得者層の生活水準が極度に低下
しないように配慮する必要性が生じる。そのためのひとつの方法は、政府がこ
うしたサーピスを公共サーピスとして準公共財的に供給することであるが、こ
れは「大きな政府」という新たな問題を引き起こす。
5.2 rボーモルの病」と「大きな政府J
政府規模が拡大するという現象は、ワグナーの「経費膨張の法則」以来、財
政学・公共選択論の主要な論点のひとつである。「ボーモルの病」はピーコッ
ク=ワイズマンの「転位効果J と並んで、「経費膨張の法則」を説明する有力
(I7) 
な原理とされてきた。 Baumol(1967)が書かれた意図も、 「ボーモルの病」に
よって都市サービスに関わる経費が膨張し、都市財政を圧迫することを説明す
ることにあった。
前項での議論は「ボーモルの病」が、教育、医療、福祉といったサービス産
業について政府が介入することの根拠を提示している。実際、そのようなサー
ピス産業は、既に公共サービスとして、公共部門により供給されている場合が
多い。したがって、「ボーモルの病」が教えるとおり、政府部門はその規模を
膨張させる。政府部門の膨張に伴って生じる諸問題について、ここで改めて論
じる必要はないであろうが、一言で述べるとすれば、「ボーモルの病」は政府
部門とし、う非効率的な部門を拡大すると解釈されるのである。
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5.3 プライパタイゼーションは「万能薬」か
政府部門の膨張への一般的な対策として、プライパタイゼーションは政府の
非効率性を排し、公共サービスのコストを抑制するものと期待されている O し
(I8) かし、ボーモルによれば、プライパタイゼーションは「万能薬 (panacea)~ で
はない。それが停滞部門に属する場合、当該サービスは政府部門によって供給
されようが、民間部門によって供給されようが、そのコストが増加の一途を辿
るとし、う技術的特性から逃れることはできない。
ボーモルは、民間によって供給される財の価格の上昇は、消費者にその供給
(9) 
者に対する「食欲と不正行為(greedand malfeasance)j の疑L、を生じさせ、政
治過程を通じて、価格規制への圧力となると指摘している O ところが、停滞部
門において、価格の上昇は非効率性や競争の不在がもたらしたものではなく、
その技術的特性を原因とするものであるから、この価格の上昇は、 1単位の財
の生産に利用される生産要素の量を減らすことによって、すなわち多くの場合、
財の品質を低下させることによってのみ抑制可能である O したがって、プライ
(20) 
パタイゼーションは「思慮のない価格規制(ill-advisedprice control)j を引き
起こし、結果として、当該財の品質を低下させることになりうる。教育、医
療、福祉などのサーピスの質の低下は、「生活の質(Qualityof Life)Jを低下さ
せる結果となるO
5.4 公衆の教育
つまり、 「ボーモルの病」は低所得者層(時には中所得者を含む)への配慮、
「大きな政府」への対処、サービスの質の維持と L、う、その全てを同時に解決
することの難しい3つの問題を生むのである O
このようなジレンマに対し、ボーモルがその必要性を強調するのは、「公衆
(21) 
の教育(educationof the public)J である O 人々に、相対価格の上昇は単なる
「貨幣錯覚」であるということを認識させることにより、「生命の維持に必要
なサービス」の価格が騰貴する原因は政府の非効率性や、民間の生産者の「食
欲と不正行為」だけにあるのではなく、生産技術上避けることのできないもの
であることを理解さぜ、これらのサービスの質を低下さぜる圧力が生じること
を防ぐ必要がある O 生産を民間部門で行うか、公共部門で行うかは副次的な問
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題に過ぎない。
もちろん、「公衆の教育」は必ずしも容易ではないだろう。しかし、それな
くしては、第4節で示したような理想的な経路(XX"')に沿った経済成長を実現
すべく、生産要素を停滞部門へと移転することは政治的に困難である O
ボーモルの挙げたこれらの問題は、抽象化された経済理論上の問題ではなく、
むしろ、政治システムをはじめとする様々な制度や組織と市場経済とが複雑に
絡み合った政策論的問題である。「ボーモルの病」は抽象化された理論によっ
て証明された、市場経済が不可避にもつ性質が、それ自身としては問題と見な
されるようなものではない場合で、あっても、政策論的には大きな問題を引き起
こしかねないことを示唆しているのであるO
6. 結 三会'b、日間
教育、医療、福祉などの対人サービスが、その生産物の標準化が困難であり、
なおかつ労働それ自体が生産物の一部であり、その質を示す指標であるとみな
されるという性質をもつことは明白である。したがって、これらのサービスは
停滞部門に分類され、「ボーモルの病」に陥り、価格が高騰する O
ボーモルの第 Iの貢献は、「停滞部門」という概念を提示することによって、
こうした財・サービスが共通してもつ性質を分析する基盤を与えたことである O
第2の、そして最大の貢献は、これらのサービスにおいて価格、あるいは 1人
あたりの費用が高騰する原因はその生産における技術的特性が本質的にもつも
のであり、非効率性など供給システムに関する開題は副次的なものに過ぎない
ということを明らかにしたことであろう。したがって、供給システムを変更し
たところでこうしたサーピスの価格が高騰するという事態の本質は決して変化
しない。例えば、プライパタイゼーシヨンは必要ではあるが、万能薬ではない。
たとえ、それによって、より効率的な供給が可能になり、一時的な価格の引き
下げが可能で、あったとしても、飛躍的な技術革新がない限り、価格の上昇傾向
を止めることは不可能である。無理な価格の抑制は、むしろ質の低下に繋がり
かねない。我々にとって可能なことは、「ボーモルの病」以外に起因する価格
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の上昇を抑制し(これは、配分の効率性およびx-効率性の是正に他ならない)、逆に
極度に価格を抑制しようとする圧力が、その質の低下を招かないように注意す
ること、そして、生活に必要不可欠なサーピスが低所得者にも十分に行き渡る
ように、現金給付による、あるいは現物給付による再分配を行うことである O
もちろん、我々の経済はその可能性を堅持している。しかし、その条件として、
消費者ニ納税者が教育や医療や福祉の価格がなぜ上昇するのかということに関
して十分な知識をもっていることが必要である O
公共部門が対人公共サービスの供給にシフトしつつある現在において、我々
が取り組むべき課題は、供給システムを変更して公共サーピスの生産に利用さ
れる資源を節約することではなく、むしろ、その供給主体のあり方に関わらず、
公共性の認められるサーピスの生産ヘスムーズに資源を移転させるためのシス
テム一一サービスの生産と供給のシステムだけでなく再分配政策、公共選択を
も含めた、システム全体 の構築と、消費者=納税者への十分な情報の提供
である O これらの課題を明らかにした「ボーモルの病」が、現代の公共政策論
にもつ意義は大きい。
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注
(1) 池上(1998)参照。
( 2 ) Baumol (1996)， p.l91 
( 3) iコスト病(CostDisease)J主も呼ばれ、ボーモル自身も近年の著作ではこの
呼称、を用いているが、日本語の文献では「ボーモルの病」と言及されるこ主が多
いため、本稿でもこの呼称、を用いる。
(4) Delaunay and Gadrey (1992)は、 Baumol(1967) を、 1965~75年のサーピス経
i斉に関する刊行物の中でもっとも有名なものとしているが、それが標準的な参照
文献となったことは、その単純さと明快さに負うところが大きいとしている。
( 5) “stagnant sector"はBaumolet al. (1985)で用いられた言葉て、あり、 Baumol
(1967)では用いられていなし、。しかし、非常に分かりやすい言葉であるため、こ
こでは敢えて用いている。なお、“progressivesector"はBaumol(1967)で用い
られており、“stagnantsector"を表す言葉としては、“nonprogressives巴ctor"
が用いられている。
(6 ) このような性質をもっサーピス産業が「停滞部門」に該当するという判断には
異論もあろうが、これについては第4節で論じる。また、生産の技術的特性以外
にも生産性に格差が生じる理由を挙げることは可能であるが、本稿での主たる関
心の対象は対人サーピスであるため、以下て、の議論においてもボーモルの説明を
前提主する。生産の技術的特性以外の原因については、 Skolka(1977)参照。
(7) 参考文献を参照のこと。
(8 ) ボーモルはその中で Lynchand Redman (1968)および Bradford(1969)にも
言及している O
(9 ) 前者の成長経路の選択は顕示選好の弱公準を満たさない。
(10) 現在では、むしろ、製造業のサーピス化、あるいはサービス的要素の利用、そ
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の逆にサービス業の製造業化、あるいは製造業的要素の利用を重視することが、
サーピス経済論でも主流になりつつあることが、 Delaunayand Cadrey (1992) 
によって指摘されている(第6章)。例えば、 Giariniand Stahel (1993)第2章を
参照されたい。
(11) Baumol and Oates (1972)， p.51. 
(12) “progressive input"，“stagnant input"は、ともにBaumolet. al (1985)で用
いられた言葉である O
(13) Cowen (1996)は、全ての財の生産に研究開発など停滞的生産要素が必要であ
るため、全ての財が漸次的停滞部門に属することになるとしている。しかし、こ
の批判は「ボーモルの病」が相対的な理論であることを見落としている。
(14) Baumol (1996)， p.201. 
(15) Baumol (1996)， p.203目
(16) この点については、拙稿(2001)において詳細に検討している。
(17) 能勢(1986)、横山(1995)、Skolka(1977)、Spamm(1977)を参照。
(18) Baumol (1996)， p.204. 
(19) Baumol (1993)， p.27. 
(20) Baumol (1996)， p.204. 
(21) Baumol (1996)， p.203. 
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